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1. はじめに 

2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故において、環境中に放出された放

射性物質の面的除染は、帰還困難区域を除く除染特別地域において平成 29 年 3 月末でほぼ完了し、避難指示が

徐々に解除されるなど、復興事業や中間貯蔵事業に移行しつつある。今後は地域の生活環境の回復に向け、イ

ンフラ整備等の一般建設工事が増大すること等が見込まれる。筆者らは、避難指示が解除された土地の形質変

更等を想定し、土壌汚染調査・対策時の手順の提案と留意点について検討した。さらに事例研究を通じて、提

案した手順や留意点を検証した。本稿はこれらについてまとめたものである。 

  

2. 課題の整理と解決策の検討 

放射性物質の存在するおそれのある場合の土壌汚染調査・対策時の手順と留意点を検討するために、土壌環

境センター会員企業 115 社対象のアンケート調査 1)（平成 27 年 6 月実施、回答数 65 件）から、現状での懸念

やリスクに基づき、課題 2)を抽出・整理した。 

その結果は、図－1に示すように、復興段階での放射性物質と特定有害物質を含む複合汚染のおそれのある

土地については、複合汚染に対する対応基準の未整備、放射性物質の局所汚染の可能性、天地返し・反転耕地

が過去に行われた土地の取扱い、除染記録活用の必要性、リスクコミュニケーション上の懸念事項等があり、

次の 3 項目を課題として整理した。 

①土地の形質変更に伴い対象地の土壌中の放射性物質を調査する場合、適用する評価基準が明確でなく、対

応策を示す法整備等がされていない。 

②放射性物質の局所的汚染が発見された場合、今後の土地利用に支障が生じるため何らかの対応は必要であ

るものの、誰が主体となって対応（追加調査や除染）するか責任の所在も含めて曖昧である。 

また、放射性物質を含む土壌の搬出や最終処分場の確保、同土壌の分級処理時の濃縮の問題などを踏まえて、

以下の点も課題として抽出した。 

③除染が終了した土地において、除染が目的ではなく通常の建設工事等による土地の形質変更によって、放

射性物質を含む土壌等が発生した場合、それらの取り扱いについては、その処理法（搬出先等）も含めて現

状では明確に示されていない。 

これらの課題に対し、図－1 に示すように、リスク回避のための解決策として、以下の 5 項目に整理した。 

・放射性物質含有土壌の評価・管理基準及び指針やその取り扱いに関するスキーム構築等、制度的な整備 

・局所的汚染も含め、放射性物質の徹底した調査・評価・除去と除去後の綿密な事後評価手法の確立 

・除染作業記録（事前事後調査も含む）は、地歴調査時に重要情報として活用するため保管・承継（トレ

ーサビリティー） 

・通常の建設工事での形質変更時に発生した放射性物質含有土壌等の受入先確保 

・想定課題や遭遇する問題は、個別事情で異なるため事例集の整備と情報共有が重要 

 

3. 土地の形質変更時の作業フロー案の提示と留意点 

前述の課題及び解決策を踏まえ、「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力

発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（以下、「特措法」

という）では範疇外となっている、土地の形質変更時の特定有害物質に係る土壌汚染調査・対策に関しては、

「土壌汚染対策法」（以下、「土対法」という）の考え方が軸となることから、その考え方に、適時、放射性
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物質に対処する配慮を導入することとした。その手順は、「事前判断・地歴調査時」「行政折衝実施時」「土

壌汚染調査実施時」「土壌汚染措置時」の 4 段階に区分けし、土対法の枠組みに放射性物質に対する配慮事項

を付加し、図－2に示す作業フロー（案）として取りまとめた。各段階の内容を 3.1 節に、各段階における留意

点を 3.2 節に示す。また、表－1には、放射性物質が存在するおそれのある場合の調査・対策時の留意点の例を

示す。 

 
図－1 除染が終了した土地での形質の変更に伴う工事をする場合の課題及び解決策の整理 

 

3.1 作業フローの各段階 

①事前判断・地歴調査段階 

特措法の対象地域かどうかを踏まえ、地歴調査の中で土対法により定められている地歴情報以外に除染

関連記録も収集して判断する。 

②行政折衝段階 

土対法の第 4 条届出等の契機をとらえ、放射性物質に係る汚染調査の要否検討も同時に実施する。この

段階では、放射性物質による汚染と土対法に基づく土壌汚染を所轄する行政窓口が別であることを念頭

に対処する。 

懸念 ・ リスク 浮き彫りとなった課題 リスク回避のための解決策

①形質変更時の土壌中放射性物質調査の
際の、評価・判断・管理基準が不明確。
対処法が未整備

・復興期に移行すると、放射性物質汚染取扱い
に関する技術基準や制度構築が求められる

②土地利用の障害となるので対処は必要。
誰が主体となるか責任所在も含め曖昧

・一率適用が困難で、自治体で考え方が異なる。

・通常土壌調査では放射性物質調査は要求し
ないが残土処分時は線量測定要請（自治体）

・放射性物質汚染の動態やリスク・減衰挙動等
を理解してもらうため、情報開示・説明が必要

・空間線量率データのみでは汚染残存を完全
に把握不能である

・天地返し農地は用途変更なしが原則なので、
変更時に考慮(自治体)

・除染作業記録や局所的汚染情報の地歴上の
取扱い（自治体）

・復興時には局所的汚染や除染作業記録は、
社会的情報として共有すべき

・現状は情報開示していない（自治体）

・発注者や請負者の自社リスク回避のための
自主的調査例がある

・除染不要 / 特措法対象外地域でも空間線量
率や放射性物質濃度を測定することあり
（アンケート、自治体）

③除染終了地で通常形質変更時に、放射性
物質含有土壌等が発生した場合、その
対処法は処理（搬出先等）も含め、現状
では不明確。
それらに関する体制や仕組みが整備

・放射性物質含有土壌の運搬基準が通常汚染
土壌と異なる

・フレコン梱包が標準なので特別な配慮が必要
（濃度管理や混載防止）

・放射性物質含有土壌の受入拒否の不安あり

・再掘削した天地返し汚染土の中間貯蔵施設
搬入は困難（自治体）

・汚染濃度と土地用途によりリスクが異なるの
で個別対応

【放射性物質汚染土の搬出】
放射性物質含有土壌を搬出す
る際に輸送基準や管理基準が
異なり混乱

【最終処分での懸念】
放射性物質含有土壌を搬出
先から拒否され搬出計画が頓
挫するおそれ

【通常汚染土壌処理時濃縮】
土壌分級洗浄時に細粒分に
放射性物質が濃縮するおそれ

【複合汚染の対応基準】
複合汚染の場合の作業判断
基準がないので、対応・対策
に窮するおそれ

【局所汚染の可能性や影響】
除染終了地でも放射性物質に
よる局所的汚染等が残存や見
逃しのおそれがあるが、影響
は重大ではない

【天地返し・反転耕地】
天地返しや反転耕農地では放
射性物質含有土壌が深部に
残存するおそれ

【除染記録の活用】
除染作業記録が保管不備で
閲覧できず、地歴資料として
活用できないおそれ

【復興期の社会的な目】
復興期になると、放射性物質
汚染の日常的取扱いに対する
社会的な目は一層厳しくなる

【リスコミ上の懸念】
放射性物質含有土の取扱い
により隣住民とのリスコミ難航

①-1放射性物質含有土壌の評価・管理基準
及び指針やその取り扱いに関するスキー
ム構築等、制度的な整備

・複合汚染遭遇時の評価・管理基準・対処法の
整備、取扱いのスキーム構築

・責任所在の明確化

②局所的汚染も含め、放射性物質の徹底し
た調査・評価・除去と除去後の綿密な事後
評価

・局所的汚染の追加調査・除染が必要

・調査主体や調査契機、事後モニタリング等に
関するガイドラインが必要

・調査契機・調査法ガイドライン、調査結果の評
価基準、等の整備

③除染作業記録（事前事後調査も含む）は、
地歴調査時に重要情報として活用するた
め保管・承継 （トレーサビリティー）

・除染作業の記録保管の制度を確立

・環境動態や実態調査情報を自治体から情報
発信

・放射性物質汚染に関する相談員に対する

支援制度も必要

①-2放射性物質含有土壌の評価・管理基準
及び指針やその取り扱いに関するスキー
ム構築等、制度的な整備。

・複合汚染の場合の基準・指針等が必要
・放射性物質含有土壌運搬時に放射線管
理必要
・放射性物質含有土壌輸送時の輸送経路
での汚染拡散防止
・福島県外での局所的汚染土壌の処分先
確保

④通常の建設工事での形質変更時に発生し
た放射性物質含有土壌等の受入先確保
(現状、中間貯蔵施設搬入が未確定）

・搬入客土や搬出土壌の放射性物質濃度
の事前調査が必要
・放射性物質濃度ロット管理 (100ｍ3毎）

⑤想定課題や遭遇する問題は、個別事情で
異なるため事例集整備と情報共有が重要
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③土壌汚染調査段階 

調査地点の設定やサンプリング方法については土対法に準拠するものの、放射性物質に関する汚染調査

の特性も加味し必要に応じて組み合わせる。 

④土壌汚染措置段階 

土対法・特措法それぞれの汚染有無の判定に従い、放射性物質に対する措置を優先し、その後に土対法

に係る措置を行うスキームとする。 

 

3.2 作業フローの各段階における留意点 

筆者らは、土地の形質変更時の留意点として 22 点を整理したが、その中で各段階の放射性物質に係る代表 

 

図－2 除染が終了した土地での形質の変更に伴う工事をする場合の作業フロー（案） 
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的な留意点の例を表－1に示す。また、これら以外にも放射性物質が存在するおそれがある場合、次のよう

な危惧点や課題がある。 

・放射性物質に対する措置・対策においては、フォローアップ除染 3)に該当するかの判断も重要となる。 

・フォローアップ除染に該当しないとされた場合でも、放射性物質汚染の可能性に配慮し、土壌汚染措置を

実施する必要が生じる可能性がある。 

・適用する土壌汚染措置・対策技術によっては、結果として放射性物質が濃縮されるおそれがあることや、

処分先の受入れ基準により放射性物質含有のおそれのある土壌が受け取られないケース等が危惧される。 

・自主的に実施される放射性物質に対する措置・対策においては、モニタリング等の措置完了判定や措置完

了報告書の報告先・記録保管義務がないため、この種の地歴情報の収集が課題である。 

 

表－1 作業フロー案の各段階で取りまとめた留意点の例 

事前判断・地歴調査段階 

【除染履歴の調査】 

除染実施履歴の調査、除去土壌等の仮置場（現地保管も含む）の設置履歴の調査を必要に応じて実施

する。除染記録については、ホームページ（福島環境再生事務所、福島県、関係自治体等）情報や直接

ヒアリング等により、場所とその位置の精度、除去土壌等の保管状況、その内容物、その他情報の入手

方法等を事前確認する。 

行政折衝段階 

【放射性物質調査の必要性】 

土対法 4条等に係る調査命令の発出の有無にかかわらず、形質変更する範囲を対象に放射性物質に関

する調査を行なうことについて事前相談する。 

土壌汚染調査段階 

【放射性物質の調査地点】 

放射性物質の調査地点の設定については、現況地表面に土壌が露出しているところを選定することが

望ましい。その際、必ずしも土壌汚染状況調査の単位区画と整合させる必要はない。 

補足事項（より具体的な対応案） 

 除染記録より次に示す項目等をもとに、選定場所の絞り込みを行なうことが望ましい。 

・事前、事後調査地点を確認する。 

・除染記録より実施された除染方法を確認する。 

・現地踏査より敷地内の裸地を対象に地表面の状況を確認する（窪地、側溝、雨水、排水桝等の有無）。 

土壌汚染措置・対策段階 

【高線量箇所に対する対応協議】 

局所的汚染を含めて、表面線量が目安として 0.23 μSv/h を超えるような場合には、発注者に放射性

物質が存在するおそれがあることを報告し、対応を協議する必要がある。 

 

4. 事例研究 

除染が終了した土地の形質変更に際して、次に示すような実際の事例を取り上げ、図－1で提示したリスク

回避のための解決策及び図－2に示す作業フロー案の妥当性等の検証を実施した。 

なお、事例を取りまとめるにあたり、課題抽出を効率的に実施するために、対象地の概要をはじめ、4つの

段階毎の基礎的情報の洗い出しや、報告・記録保管、汚染おそれ判定、調査契機、調査法、放射線リスク等に

ついて該当する課題を抽出した。 

4.1 除染終了地内における土地の形質変更事例 

A 市内に埋設保管された除去土壌の正確な位置情報が土地所有者に提供されず、結果として新築した住居の

下部から埋設除去土壌が見つかるというトラブル事例が新聞報道された（毎日新聞 2016 年 8 月 29 日）。A市

によると、「モニタリング票」は除染前後の結果を比較するために配布したもので、埋設位置はおおまかにし

か記載されていないということも公表された。A市は今後「除去土壌保管届」も送付してトラブル防止を図る
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としたが、寸法の記載がない「モニタリング票」は既に約 6 万 6000 点が交付されており、除染除去土壌の現場

保管が長引く中、土地の形質変更時に同様の事態が生じるおそれがあることが懸念されている。 

この事例から、①除染対策や除染物の処分についての地歴的な情報を確実に継承しておくこと、②その情報

連携は容易でなく情報が入手できない可能性が高いこと等に留意すべきであり、留意点の例（表－1）として挙

げたように、行政ホームページはもとより、事前に確認することが重要であることを検証した。 

 

4.2 除染終了地内を含む一定規模以上の土地の形質変更事例 

本事例は、ある道路の整備工事に関するものである。工事における土地の形質変更の面積 3,000 m
2以上のた

め、工事の発注前に事業者が B 市へ土対法第 4 条の届出を行っている。届出後、土壌調査は不要で届出のみと

して処理された。工事対象地には、買収した土地が含まれているが、それらは除染実施区域であったため、買

収前に市町村による除染は完了している。除染後、非常災害時の考え方が継続されているか否かは不明である。

また、工事対象地のうち事業者所有地は除染実施区域外であったため、工事の発注後も特措法に基づく除染は

実施されていない。 

この事例において、抽出した課題と、それぞれに対する留意点をまとめたものを表－2に示す。 

表－2に示すように、４つの各段階毎の課題整理と留意点から、①地歴情報に除染記録を付加する、②事前

協議が必要であること、③①の記録を行政折衝のバックデータとすること、④自主調査を行う場合の目的の明

確化などに配慮した施工が重要であること、などを明らかすることができ、図－2 の作業フロー案の着眼点が

妥当であった。 

 

表－2 事例を対象とした作業フロー（案）の各段階の課題と留意点 

各段階 想定される課題 課題に対する留意点 

事前判断、地歴調査 

土対法 4 条届出に関する手続きが工事発注

前に完了していたため、形質変更範囲での

除染に関する記録や地歴情報が不明である 

事業者等を含めた情報所在地の確認及び

情報提供を求めるなどで現状把握に努め

る必要がある 

行政折衝 

除染終了地に除去物が保管されている可能

性を否定できない 

事業者等に「現地保管場所」「フォロー

アップ除染対象地であるかどうか」等を

事前協議で確認しておく必要がある 

土壌汚染調査 

除染実施区域外は除染の必要が無いため放

射性物質に対する調査記録が無い 

放射性物質に対する自主調査の実施是非

や実施前に評価・判断基準等を専門家や

行政に相談することが望ましい 

土壌汚染措置 

除染実施区域外で作業する場合、作業員に

対して放射性物質がどの程度影響するか判

断できない 

作業員に作業環境情報を周知すること、

及び作業時間等の短縮化等も必要に応じ

て配慮する 

 

5. まとめ 

除染終了後に避難指示が解除となった土地の形質変更等を想定し、放射性物質の存在するおそれのある場合

の土壌汚染調査・対策時の手順の提案と留意点について検討した。さらに事例研究を通じて、提案した手順や

留意点を検証した。今後は、放射性物質が存在するおそれのある土地の形質変更に関する事例、情報等の収集

を行なうとともに、本稿で取りまとめた土壌汚染調査・対策時の各事象における留意点について更なる検討を

行なう予定である。 
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